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を推進しています

平成３０年度海事イノベーション部会の現況



海事産業の生産性革命の深化のために推進すべき取組について

報告書（概要）

新造船受注量の激減

造船現場を支える必要不可欠な存在となっている外国人造船就労者の

受入が2022年度末に終了

中国・韓国における公的支援の実施

ロット発注が増加。中国・韓国が受注し、日本はほとんど受注できてい

ない。

ＩＣＴの発展により、自動運航船の導入に向けた動きが世界的に活発化

［造船］・国内で生産８６％
・地方で生産９３％
・国内で部品調達８５%

［海運］・日本の輸出入貨物輸送９９.６％

・世界市場４０兆円
・今後の成長市場
・日本の成長と資源確保に貢献

１．i-Shipping
革新的造船技術研究開発

・サプライチェーンの改善等による生産性向上
に資する支援を検討
人材

・外国人については2023年度以降の制度の
あり方を早期に決定
国際対応

・OECDにおける新しい国際規律について、早
期に交渉を開始

・WTO提訴の是非を早期に決定
造船業の受注力強化

・オペレータに競争力がある用船料提示可能
な環境整備 1

２．自動運航船
ロードマップの作成

・技術動向を踏まえつつ、2025年の実用化
に向けたロードマップを作成
IMOにおける基準策定の方向性

・早期実現のため、非強制ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定
等により必要最低限の条約改正を目指す
国による支援

・技術開発支援、実証を円滑に実施可能と
する措置の検討
デジタライゼーションへの対応について

・システム化・モジュール化の技術トレンド
を踏まえ、当該開発を支援する措置を検
討

重要課題及び今後の方向性

○2016年6月、交通政策審議会が「海事産業の生産性革命（i-Shipping）による

造船の輸出拡大と地方創生のために推進すべき取組について」を答申

○造船の輸出拡大・海運の効率化を図る「i-Shipping」と海洋開発市場を獲得し、

資源確保にも貢献する「j-Ocean」の２つのプロジェクトからなる

「海事生産性革命」 をさらに強力に推進

答申の内容をレビューし、新たに取り組むべき課題、
施策等について検討・提言する必要性

答申から１年以上経過し、当時の状況からは大きな変化が生じている。

３．j-Ocean
エンジニアリング強化に向けた海洋資源開
発技術プラットフォームの活用

・上流企業のニーズを踏まえたプロジェクト
を組成し、エンジニアリング力を強化
我が国の優れた技術の普及

・浮体式洋上風車やAUVについて我が国の
優れた技術の普及のための環境を整備

・パッケージ化によるユーザーニーズへの
対応を通じた市場参入と付加価値ビジネス
への転換
JOINの活用

・O&Mノウハウを日本企業が獲得できる案
件の発掘及びJOIN活用に向けた円滑な
案件形成



今後取り組むべき主要施策（i-Shipping）

我が国造船業が、今後とも輸出拡大・地方創生に貢献していくため、2025年に世界の新造船建造シェア３割の獲得を目指す。

造船現場の生産性向上に加え、他業種連携やサプライチェーン効率化、システムインテグレーション等を促進し、業界全体の生産性向上を支援。

AIやIoTの活用状況を踏まえつつ研修制度の見直しを行うほか、外国人材の活用のあり方について早期に結論を得る。

世界造船市場での公平な競争条件の確立を図るとともに、我が国造船業の受注力強化のための環境整備を検討。

～報告書の主な内容～

中小造船事業者、舶用事業者、修繕・改造事業者等を含め、造船現場の生産

性向上に資する技術開発を支援。

１． 革新的造船技術研究開発補助（i-Shipping : Production）

外国人就労者が我が国造船業にとって不可欠な存在となっていることを踏

まえ、政府全体の外国人活用政策との調和を図りながら、2023年度以降の

外国人材の活用のあり方について早期に結論を得る。

３． 外国人材の活用方策

４． 先進船舶の導入・普及（i-Shipping : Operation）

ODAを活用した新興国における船舶の新造・修繕需要の取り込みのため、

国内外の関係者と密接に連携し、手続きの迅速化及び案件形成を促進。

５． 船舶・舶用に係る国際協力案件

OECDでの国際規律の策定に向けた交渉を早期に開始するとともに、中国・韓国

の公的支援に関する情報収集・分析を加速し、WTO提訴の是非を早期に決定。

６． 造船市場における公正な競争条件の確保

日本造船所に発注する船主がオペレータに競争力のある用船料を提示できる

ような環境整備を検討。

７． 受注力強化（ロット発注）

８．自動運航船との関連

IoT活用船やLNG燃料船の導入・普及を加速するため、先進船舶導入等計

画認定制度の活用、技術実証の支援、関係省庁と連携した環境整備を促進。

長期的には、他業種との連携やサプライチェーンの効率化、システムインテグ

レーションも含めた業界全体の生産性向上を支援。

公的輸出信用の活用推進及び他国輸出信用とのイコールフッティングを図る。

中国・韓国の大規模建造施設への対抗のため、民間事業者が行う共同受注又

は建造体制の構築の円滑化に向けた環境整備を検討。

２． 日本人技能者の確保・育成

若者の嗜好やIoT等の新技術の導入状況を踏まえつつ、造船技能研修セ

ンターの研修内容を見直し。

AIやIoTの造船での活用可能性を踏まえつつ、AI人材のニーズ、育成方法

等を検討。
造船現場の生産性向上に資する

技術開発（例）ＩＣﾀｸﾞ・ｾﾝｻやﾄﾞﾛｰﾝ等を活用した
部材管理で工程管理高度化

ヒト・モノの一元管理（見える
化）でﾑﾀﾞ・ﾑﾘ・ﾑﾗを排除

情報端末等を活用した３D図面による
組立作業支援で作業効率向上

３次元図面を基に作業するAI
自動溶接ロボットによる溶接
作業効率の飛躍的向上

レーザ等を活用した部品寸法
等の精度管理で手直工程ゼロ
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＜自動運航船のイメージ＞3-1 自動運航船による社会的課題の解決

認知・判断段階の人為的要因による海難発生の抑止→ 海上安全の一層の向上

機関故障の予知・予防による重大海難の抑止→ 汚染損害、不稼働損失の低減

業務の一部自動化、陸上からの支援等→ 船員の労働環境改善・職場の魅力向上

新たな競争力の軸の確立 → 産業競争力の向上・生産性の向上

3-4 ロードマップ策定とそれを踏まえた対応（別紙参照）

技術開発と基準・制度見直しを整合的に行うためにロード
マップを策定し、産学官の共通認識の形成 （自動運航船
の進展度合いに応じてフェーズⅠ、Ⅱ、Ⅲの３類型で整理）

フェーズⅡの自動運航の一形態である遠隔による運航等
については、設備要件の整備等を進めるとともに、各国の
権限で内航に関する規定を定めることができる部分から規
制・制度の見直しを進めることも検討。

フェーズⅢは、技術面の他に制度面の課題もあり、民事・
刑事責任のあり方を含む広範な検討が必要であり、予備
的な検討から着手。

3-5 海事産業ﾃﾞｼﾞﾀﾗｲｾﾞｰｼｮﾝへの対応

造船所・舶用メーカーの単独又は連
携によるシステム化・モジュール化の
支援措置を検討

協調領域におけるデータ活用を行う
民間事業者の取組の支援措置を検討

デジタライゼーションに対応した安全
基準や検査・測度制度のあり方、証書
等の電子化を検討

ICTの技術発展は目覚ましく、海運や造船といった伝統的な分野での技術革新や生産性向上にとどまらず、自動運航船等の新しい船舶の概念や

技術的・社会的論点が生じており、世界で自動運航に関する研究開発が活発化。

今般の答申フォローアップにおいて、自動運航船の導入による海事産業の将来の絵姿もイメージしつつ、今後の施策展開の方向性を検討。

～報告書の主な内容～

3-3 自動運航船を取り巻く概況

主に欧州で、研究プロジェクトや
各種ガイドラインの策定。

IMOでは、2018年5月より、 自動
運航船の規制面での論点整理
の議論を開始。論点整理のため
必要な自動運航船の定義や自
動化レベルの暫定案が合意。

（一財）日本船舶技術研究協会
に設置された委員会等において、
産学官連携した議論を加速。

～経緯～

提供: (一財)日本船舶技術研究協会

陸上：船舶や周辺状況を刻々とモニ
タリング。必要な場合に支援提供

離着桟：離着桟にはネットワーク
化されたタグも活用

ブリッジ：ＡＩの支援等を受けて操船

船内：拡張現実(AR)や陸上から
の支援等で、船内機器を保守管理

3-2 自動運航船の特徴・位置づけ等

自動運航船とは、定まった定義はないが、 ICT、データ解析技術、各種センサ等の
活用により、外部状況認識、操船、機関制御その他運航に伴うタスクの一部又は
全部を高度に自動化又は遠隔化した船舶及びその運航システム。

今後取り組むべき主要施策（自動運航船）

3



-2020 -2025 2025-

技
術
開
発
・
実
証

基
準
・
制
度
等 I

M
O

i-Shipping(Operation)による技術開発補助（2016～）
船舶・舶用機器のIoT、ビッグデータ解析等を活用した我が国のトップランナー技術の
開発を支援 例)衝突リスク判断、船舶機関プラント事故防止、甲板機械のIoT化等

i-Shipping(Operation)による技術開発補助（2016～）
船舶・舶用機器のIoT、ビッグデータ解析等を活用した我が国のトップランナー技術の
開発を支援 例)衝突リスク判断、船舶機関プラント事故防止、甲板機械のIoT化等

自動運航船実証事業（2018～）
自動運航船の安全な運航を確保するために必要な要件を策定するための実証を実施
企画提案をベースに早期実現可能な技術から順次実証を行う

自動運航船実証事業（2018～）
自動運航船の安全な運航を確保するために必要な要件を策定するための実証を実施
企画提案をベースに早期実現可能な技術から順次実証を行う

改正すべき条約規定の洗い出し（MSC99-102）
自動化の段階的な発展を見据えた洗い出し作業の実施 条約改正検討

技術開発の動向を踏まえて、基準・制度が足枷とならないように可能な措置を順次講じていく。
フェーズⅡ自動運航船は、2020年よりも前に国内で先進的取組が開始されると見込まれ、技術開発・実証を積極的に支援するとともに、基準・制度
等についても内航船等で可能な措置から実施。また、IMOの議論をリードしつつ、外航船等においても内航船等と同様の措置を検討。
フェーズⅢ自動運航船は、船舶の運航に係る権限・責任関係への影響等の検討など、技術的側面以外の内容を含めて中長期的に検討。

フェーズⅠ自動運航船(IoT活用船)フェーズⅠ自動運航船(IoT活用船)
船舶のネットワーク環境を活用して各種センサ等のデータを収集・通信
する機能や、収集データの分析結果に基づいて最適航路の提案やエン
ジン異常の通知等の判断を支援する機能が備わった船舶を想定

フェーズⅡ自動運航船フェーズⅡ自動運航船
船上機器がシステムとして統合・相互に通信しながら一体的に機能し、高度なデー
タ解析技術やＡＩ技術によって、船員がとるべき行動の具体的な提案を行い、また、
判断に必要な情報を視聴覚的に提示する船舶や、陸上からの船上機器の直接的
操作も可能となる船舶を想定（依然として最終意思決定者は船員）

先進的・実証的取組が始まる

より高度な技術開発・システム化より高度な技術開発・システム化 フェーズⅢ自動運航船

技術開発の動向等を踏まえた、
必要な基準の見直し等

ガイドライン作成
条約改正せずとも実現できること（同等効
力や免除の規定の活用による）から実現

普及期を迎える

フェーズⅢ自動運航船に対応した措置フェーズⅢ自動運航船に対応した措置
船舶の運航に係る権限・責任関係への影響等の検討

IMOの議論をリードしつつ、外航船等においても
内航船等と同様の措置を検討

自動運航船の実用化に向けたロードマップ

フェーズⅡ自動運航船に対応した措置
内航船等で可能な措置から順次実施
（遠隔操船等の自動運航に係る、船内外の設備の
要件の検討）

離着桟や各種の航路交通状況、気象海象条件下でも適
切に機能するシステムを有した船舶であって、自律性が高く
最終意思決定者が船員でない領域が生じうる船舶を想定

技術開発・実証に応じて、新たに船員が必要とする能力の要件や、
船員が当該能力を備えるための教育の検討

MSC99：
初期段階としての遠隔操船を想定した際の改正すべ
き条約規定（SOLAS,STCW,COLREGs）の洗
い出し結果の報告等

別紙
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今後取り組むべき主要施策（j-Ocean）

直近の油価回復もあり、企業の投資マインドは上向き。今後5年程度が欧米に追いつく最後のチャンス。
パッケージ化によるユーザーニーズへの対応、我が国が世界トップクラスにある技術の普及、O&M分野への進出と
ノウハウの獲得に取り組むことで、海洋開発市場獲得の端緒とし、併せて付加価値ビジネスへの転換を図る。
海洋開発分野の2020年代の合計売上高を、2010年代比で約1.1兆円上積みすることを目指す。

～報告書の主な内容～

１．エンジニアリング強化に向けた海洋資源開発技術プラットフォームの活用

ナショナルプロジェクトのような具体のプロジェクトへの参画を通じてエンジ
ニアリングを磨き、エンジニアリングビジネスを目指す。

海洋資源開発関連技術高度化研究開発補助制度等により、海洋資源開
発技術プラットフォームの活用等によるプロジェクトの組成と実施を促進。

ナショナルプロジェクトに我が国海事産業が貢献していくための第一歩と
して、海洋資源開発技術プラットフォーム等を通じた情報交流の促進。

技術力強化と人材育成の一体的推進に向け、「日本財団オーシャンイノ
ベーションコンソーシアム」と連携。

海洋資源開発技術プラットフォームの位置づけ

出典：H29.3.30 総合海洋政策本部
参与会議意見書 別添資料

２．我が国の優れた技術の普及とO&Mノウハウの獲得に向け
た取組

O&Mへの進出とノウハウ獲得により、ユーザー等のニーズ
把握を促進。

O&Mノウハウを日本企業が獲得できる案件の発掘と
JOIN活用に向けた案件組成の促進。

AUV・浮体式洋上風力発電施設などの我が国の優れた技
術の普及環境を整備し、海洋開発市場獲得の端緒とする。

我が国の優れた建造技術をベースとし、浮体式洋上風
力発電施設に関する合理的な安全設計要件を構築。

AUVを安全に運用するための要件やビジネス上の制約
等を整理し、ガイドライン化を図る。

パッケージ化によるユーザーニーズへの対応を通じた市場
参入と付加価値ビジネスへの転換を図る。

海洋資源開発関連技術高度化研究開発補助制度による
パッケージ化やO&M（Operation and Maintenance）ビジネ
スのリスク低減・コスト低減に向けた技術開発の促進。
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